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1. 事業概要 

以下の通り、令和 5 年度大企業等人材による新規事業創造促進事業（人的資本経営に関する調査

及び普及啓発事業）（以下「本事業」とする）を実施した。 

1.1 事業目的・背景 

２０２０年９月に「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書～人材版伊藤レポート

～」を公表して以降、人材に関する注目度がますます高まる中で、企業の中でも、人的資本に関する課

題が認識され始めている。 

まず、デジタル化や脱炭素化、コロナ禍における人々の意識の変化など、経営戦略と人材戦略の連動

を難しくする経営環境の変化が顕在化するにつれ、非財務情報の中核に位置する「人的資本」が、実際

の経営でも課題としての重みを増してきている。 また、海外では、以前から、人的資本情報の開示に向

けた機運が高まっていたが、その傾向は継続している 。国内でも、２０２１年６月に改訂されたコーポ

レートガバナンス・コードにおいて、人的資本に関する記載が盛り込まれた ほか、２０２２年８月には内閣

官房による人的資本可視化指針が策定され、２０２３年３月期決算以降は有価証券報告書への人的資

本情報の記載追加が見込まれるなど、動きは活発化している。 

一方で、人的資本に関する日本企業の取組は道半ばであり、形式的な対応としないためにも、人的資

本経営の実践と開示の両面で一歩踏み込んだ、具体的な行動が求められている 。 

こうした状況の中、一橋大学 CFO 教育研究センター長伊藤邦雄氏をはじめとする計７名が発起人と

なり、人的資本経営コンソーシアム（以下、「本コンソーシアム」という。）の設立が呼びかけられ、２０２２ 

年８月２５日に設立された。 

本事業は、日本企業における人的資本経営を実践と開示の両面から促進することを目的として、コン

ソーシアムの運営業務を通じ、人的資本経営の実践に関する先進事例の共有や企業間協力に向けた議

論、国内外の人的資本に関する情報の収集・発信と普及、会員と投資家との対話の推進を行う。 

1.2 事業内容 

本事業においては、以下の内容を実施した。 

⚫ 総会の企画・運営 

⚫ 企画委員会の企画・運営 

⚫ 実践分科会の企画・運営 

⚫ 開示分科会の企画・運営 

⚫ 会員と投資家との対話の場の企画・運営 

⚫ 好事例集の作成 

⚫ 会員向け調査の企画、実査 

⚫ WEBサイトの運営 

⚫ 会員向けメールマガジンの配信 

⚫ 新規会員の入会申込受付 
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⚫ 報告書の作成 

1.3 事業実施スケジュール 

本事業は以下のスケジュールで実施した。★は委員会、分科会及び対話の場の開催を意味する。 
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図 1-1 事業実施スケジュール 

1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w

企画委員会の企画・運営 ★ ★ ★ ★ ★

実践分科会の企画・運営 ★ ★ ★

開示分科会の企画・運営 ★ ★ ★ ★

第2回総会の企画・運営 開催

成果物（事例集）の作成 作成 第2回総会で発表

会員と投資家の対話の場の企画・運営 ★ ★

WEBサイトの作成・運営 1年間を通じて定期的に更新

会員向けメールマガジンの配信 1年間を通じて定期的に発行

新規会員の入会申込受付 随時申込受付を開始

報告書の作成 納品

2月 3月4月 5月 6月 7月 8月 10月 11月 12月 1月9月
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1.4 コンソーシアムの概要 

1.4.1 コンソーシアムの概要 

本コンソーシアムの概要は、以下の通りである。 

表 1-1 コンソーシアム概要 

設立日 2022年 8月 25日 

会長 一橋大学 CFO 教育研究センター長 伊藤 邦雄 氏 

発起人 
（役職名は 2023年 4月 28

日時点） 

一橋大学 CFO 教育研究センター長 伊藤 邦雄 氏 
キリンホールディングス株式会社 代表取締役社長 磯崎 功典 氏 
株式会社リクルート 代表取締役社長 北村 吉弘 氏 
SOMPOホールディングス株式会社 グループ CEO  
取締役代表執行役会長 櫻田 謙悟 氏 
株式会社日立製作所 取締役会長 代表執行役 東原 敏昭 氏 
ソニーグループ株式会社 代表執行役 会長 CEO 吉田 憲一郎 氏 
アセットマネジメント One株式会社 取締役社長 杉原 規之 氏 

設立時会員数 
（2022年 8月 25日時点） 

320 

会員数 
（2024年 3月 14日時点） 

575 

1.4.2 構成と活動概要 

本コンソーシアムの構成と活動概要は、以下の通りである。 

本コンソーシアムは①総会、②企画委員会、③実践分科会、④開示分科会、⑤会員と投資家との対話

の場によって構成される。 
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図 1-2 コンソーシアムの構成 

各会の概要は、以下の通りである。 

表 1-2 コンソーシアムの構成と概要 

会議名称 概要 

総会 

⚫ 会員を以て構成する。 
⚫ 年 1回の開催を原則とする。 
⚫ コンソーシアムの事業及び運営の基本的事項について審議し、決定す

る。 

企画委員会 

⚫ コンソーシアムの執行機関として設置する。 
⚫ 総会において選任された企画委員により構成される。 
⚫ コンソーシアム全体の事業計画及び事業報告、予算及び決算、分科会等

の設置及び運営その他のコンソーシアムに関する重要事項を審議し、決
定する。 

実践分科会 
⚫ 人的資本経営の実践について議論する分科会として、設置する。 
⚫ 幹事を企画委員会委員長によって選任する。 

開示分科会 
⚫ 人的資本の情報開示の効果的な在り方について議論する分科会とし

て、設置する。 
⚫ 幹事を企画委員会委員長によって選任する。 

会員と投資家との対話の場 ⚫ 会員と投資家が人的資本について対話する場として、設置する。 

 

コンソーシアムの構成

開示に関する先進
事例を共有し、効
果的な開示の在り
方を議論。

総会

企画委員会

実践分科会 開示分科会

会員と投資家との
対話の場

会員と投資家が人的
資本について対話。

各分科会及び対話の
活動計画を議論。

実践に関する先進
事例の共有や企業
間協力等に向けて
議論。

企画委員会、各分科会、
及び対話の活動状況を
報告、活動計画の発表。
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2. コンソーシアムの運営実績 

本コンソーシアムの運営実績を以下に整理する。 

2.1 第 1期 

本コンソーシアムは 2022 年 8 月 25 日に設立された。設立日から第 2 回総会の開催日である

2023 年 10 月 3 日までを第 1 期と位置づけて、活動を行った。本節では、第 1 期のうち、2023 年 4

月 1日以降の活動について記載する。 

2.1.1 企画委員会 

コンソーシアムの執行機関として企画委員会を 3回開催した。 

（1） 開催概要 

各回の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-1 第 1期・第３回企画委員会の開催概要 

開催日時 ２０２３年 4月 4日（火）17時～19時 

開催場所 経済産業省本館１７階 第１特別会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 企画委員 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課国際会計調整室長 園田周氏 

議事次第 

１．開会 
２．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
３．討議 
４．閉会 

表 2-2 第 1期・第４回企画委員会の開催概要 

開催日時 ２０２３年６月１６日（金）15：00～17：00 

開催場所 経済産業省別館 11階 1111各省庁共用会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 企画委員 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 蓮井智哉氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 
➢ 経済産業政策局企業会計室室長 長宗豊和氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課国際会計調整官 福岡恵美氏 

議事次第 
１．開会 
２．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
３．討議 
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４．閉会 

表 2-3 第 1期・第５回企画委員会の開催概要 

開催日時 ２０２３年 8月 25日（金）14：45～17：00 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 委員等 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川人吾氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 
➢ 経済産業政策局企業会計室室長 長宗豊和氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課長 野崎彰氏 

議事次第 

１．開会 
2．企画委員からの発表 
3．企業間連携に関する進捗報告 
4．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
5．討議 
６．閉会 

（2） 討議における主な論点 

各回の討議における主な論点は、以下の通りである。 

表 2-4 第 1期・第 3回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 先進的な日本企業が集まるコンソーシアムの名に恥じないような、「ありがち」ではないプロジェクトも検
討してはどうか。 

⚫ 一方で、取組の裾野を広げ、全体の水準を引き上げるという視点も必要ではないか。 
⚫ プロジェクト立ち上げに当たっては、自社の取組の一環としての位置付けの可能性や、「出口」を意識した

設計が重要ではないか。 

表 2-5 第 1期・第 4回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について 
⚫ 企業間連携の取組について 

表 2-6 第 1期・第 5回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 人的資本に関するデータ分析について 
⚫ 企業間連携に関する進捗報告について 
⚫ 第 2期の活動について 

① 人的資本経営コンソーシアムに期待される役割は何か。 
② 企画委員会と各分科会はそれぞれどのような場として機能すべきか。また、その連動について。 
③ 会員企業が人的資本経営の実践又は開示について、今後注力すべきことは何か。実践分科会と開

示分科会で議論すべきテーマはあるか。 
④ 投資家との対話の加速化に向けて、投資家との対話の場はどのような機能を果たすべきか。また、

この他にコンソーシアムとして果たすべき役割はあるか。 
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2.1.2 実践分科会 

人的資本経営の実践について会員と議論を深める場として、実践分科会を 2回実施した。 

（1） 開催概要 

各回の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-7 第 1期・第 3回実践分科会の開催概要 

開催日時 ２０２３年 5月１９日（金）14時～16時 

開催場所 経済産業省本館地下 2階 講堂 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤会長 
➢ 実践分科会幹事 
➢ その他会員 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 蓮井智哉氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 

テーマ 
・各社が注力している人的資本経営の取組について、経営戦略との連動性やその効果 
・企業間連携に関するアクション 

議事次第 

１．開会挨拶・ご講演（伊藤会長） 
２．実践分科会幹事による事例紹介 
３．事務局説明 
４．グループごとの取組共有・意見交換 
５．休憩 
６．全体総括 
7．閉会挨拶 

表 2-8 第 1期・第 4回実践分科会の開催概要 

開催日時 ２０２３年 7月 11日（火）13時～15時 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室／オンライン配信 

開催方法 対面及びオンライン配信によるハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤会長 
➢ 実践分科会幹事 
➢ 投資家 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川人吾氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 

テーマ 企業間連携 

議事次第 

１．開会 
２．事務局説明 
3．事例紹介 
４．意見交換 
５．閉会 
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（2） 意見交換における主な論点 

各回の意見交換における主な論点は、以下の通りである。 

表 2-9 第 1期・第 3回実践分科会 グループごとの取組共有・意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 経営戦略に連動した人材戦略を実現する上で、柱となる取組は何か。その取組によって、どのような成果
を生み出そうとしているか。 

⚫ 自社で実施してみたい企業間連携の取組案はあるか。各テーブルで実施できそうな具体的なアクション
はどのようなものか。 

表 2-10 第 1期・第 4回実践分科会 意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 人的資本経営の推進にあたり、自社だけでは解決しづらい課題 
⚫ 企業間連携を進める上での難しさ（連携先、イニシャルコストの分担、連携範囲の決定）を乗り越えるため

の工夫 
⚫ 企業間連携に向けてコンソーシアムを今後どのように活用できるか 
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2.1.3 開示分科会 

人的資本の情報開示の効果的な在り方について会員と議論を深める場として、開示分科会を 2 回実

施した。 

（1） 開催概要 

各回の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-11 第 1期・第 3回開示分科会の開催概要 

開催日時 2023年 8月 1日（木）15時～17時 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室／オンライン配信 

開催方法 対面及びオンライン配信によるハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤会長 
➢ 開示分科会幹事 
➢ 投資家 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川人吾氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 
➢ 経済産業政策局企業会計室長 長宗豊和氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課長 野崎彰氏 

テーマ 海外の人的資本情報開示に関する動向への対応 

議事次第 

１．開会 
２．事例紹介 
３．事務局説明（ＩＳＳＢによる情報要請への回答案等について） 
４．意見交換 
５．閉会 

表 2-12 第 1期・第 4回開示分科会の開催概要 

開催日時 ２０２３年 8月 31日（木）１０時～１２時 

開催場所 経済産業省本館地下 2階 講堂 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤会長 
➢ 開示分科会幹事 
➢ その他会員 
➢ 投資家 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川人吾氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課国際会計調整室長 倉持亘一郎氏 

テーマ 有価証券報告書の開示状況を踏まえた今後の開示の在り方 

議事次第 

１．開会挨拶 
２．事務局からＩＳＳＢへの意見提出等に関する報告 
３．パネルディスカッション 
４．グループごとの意見交換 
５．全体総括 
６．閉会挨拶 
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（2） 意見交換における主な論点 

各回の意見交換における主な論点は、以下の通りである。 

表 2-13 第 1期・第 3回開示分科会 意見交換における主な論点 

内容 

ISSBによる情報要請への回答案に関する意見交換 
⚫ 問５（ｂ）に関して、ISSBによる人的資本に関する国際開示基準が策定される場合、「産業や国・地域を

越えた比較が可能な極めて基本的な共通指標」として、盛り込まれるべき開示項目としては何が挙げら
れるか。特に、日本企業の優位性の観点からは、例えば、既に国内で開示が着手されている有価証券報
告書での開示項目（人材育成方針や社内環境整備方針等）や健康経営の取組が挙げられるのではない
か。 

⚫ 問５（ｃ）に関して、参照すべき他の基準等として、「ISO30414」や「ステークホルダー資本主義指標」が
意見照会の回答で挙げられているが、これらは細則主義に基づくものであるため、原則主義的な国際開
示基準を進める場合にはなじまないのではないか。 

⚫ このほか、ISSBへの意見書（案）について、修正すべき点はあるか。 

表 2-14 第 1期・第 4回開示分科会 グループごとの意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 人的資本投資の開示にあたり、その効果をどのように確認・発信しているか。例えば、自社の人的資本投
資額はどのような開示を行っているか／行おうとしているか。 
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2.1.4 会員と投資家の対話の場 

会員が、自社の「人的資本経営」に焦点を当てて投資家に説明し、意見交換を通して経営戦略と人材

戦略の連動性を高めるための場として、会員と投資家との対話の場を 2回実施した。 

（1） 開催概要 

会員と投資家との対話の場の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-15 第 1期・第 2回会員と投資家との対話の場の開催概要 

開催日時 ２０２３年 4月 25日（火）１３時～１５時 

開催場所 経済産業省本館 17階 第１～第 3共用会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 参加企業 
➢ 投資家 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 蓮井智哉氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 

ねらい 
実践や開示に向けた検討過程で生じた疑問や課題等について、投資家と意見交換を行
い、自社の人的資本経営の実践及び開示に活かす。 

議事次第 

１．開会 
２．会員と投資家との対話の場 
・各会員からのプレゼンテーション 
・投資家からのコメント 
・ディスカッション 

３．休憩 
４．全体総括・閉会 

表 2-16 第 1期・第 3回会員と投資家との対話の場の開催概要 

開催日時 ２０２３年 7月 21日（金）15時～17時 

開催場所 経済産業省本館 17階 第１～第 3特別会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤会長 
➢ 参加企業 
➢ 投資家 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 

ねらい 
実践や開示に向けた検討過程で生じた疑問や課題等について、投資家と意見交換を行
い、自社の人的資本経営の実践及び開示に活かす。 

議事次第 

１．開会 
２．会員と投資家との対話の場 
・各会員からのプレゼンテーション 
・投資家からのコメント 
・ディスカッション 

3．休憩 
４．全体総括・閉会 
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2.2 第 1期の主な活動成果 

第 1期の本コンソーシアムの主な活動成果として、以下の 3つを記載する。 

2.2.1 人的資本経営コンソーシアム 好事例集 

日本企業における人的資本経営の実践及び開示の取組を加速していくため、 当コンソーシアムの会

員における先進事例の取組内容や工夫等をまとめた好事例集を作成した。 

第 1 部では、会員の開示資料や人的資本経営コンソーシアム事務局への提出物を踏まえた伊藤会長、

投資家、経済産業省及び金融庁による評価を総合して選定した企業を掲載した。多くの企業に参考とし

ていただけるよう業種等の属性やその取組の多様性も考慮している。 

第 2部では、企画委員及び分科会幹事が所属する企業の中から事例を掲載した。 

その上で、第 1部及び第 2部での各企業における掲載事例は、実践と開示の両側面から各社の人的

資本経営を理解いただけるよう、1社につき 3つ「実践」及び「開示」の取組を、人的資本経営コンソーシ

アム事務局において選定し、掲載した。  

なお、「開示」の取組は、有価証券報告書における人的資本情報の開示への注目度が高いタイミング

であることを考慮し、有価証券報告書の情報を中心に作成した。 

好事例集の概要は、以下の通りである。 

表 2-17 人的資本経営コンソーシアム 好事例集目次 

目次 

⚫ はじめに 
➢ 好事例集の発行に寄せて 
➢ 人的資本経営とは 
➢ 人的資本経営コンソーシアムについて 
➢ 本事例集について 

⚫ 事例紹介 
➢ 第 1部 会員による好事例 
➢ 第 2部 企画委員・分科会幹事の所属する企業による好事例 

⚫ 図表一覧 
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表 2-18 人的資本経営コンソーシアム 好事例集掲載企業一覧 

 企業名 掲載事例の概要 

第 1部 旭化成株式会社 ⚫ 事業の方向性を見据えた専門人材の機動的な確保 

⚫ 博士人材の視点を活かしたイノベーションを推進 

⚫ 終身成長と共創力を支える施策や社内体制を、独自指標も含

めて開示 

伊藤忠商事株式会社 ⚫ 企業価値向上につながる人材戦略の推進 

⚫ バーチャルオフィスの導入により社員の成長や組織を越えた協

業を促す 

⚫ 企業理念「三方よし」に基づく人材戦略における重要指標の開

示 

ENEOS ホールディン

グス株式会社 

⚫ ベンチャー企業での経験を通して、新規事業創出を推進 

⚫ ジョブ型人事制度による、経営戦略に応じた人材の任用 

⚫ 多様な人材の能力開発・活用を進めるための指標の開示 

オリンパス株式会社 ⚫ グローバル共通人事制度によるグローバルでの適所適材の実

現 

⚫ 目指す組織文化の実現に向けた PDCAの推進 

⚫ DEIの推進に向けた指標・施策の開示 

花王株式会社 ⚫ 「スクラム型運営」により組織の成果を最大化 

⚫ OKR評価制度により、社員の成長や挑戦を促進 

⚫ 経営戦略を踏まえた人事施策の進捗を開示 

株式会社コンコルディ

ア・フィナンシャルグ

ループ 

⚫ 配属希望部署での OJT により、リスキリングとキャリア希望を

両立 

⚫ ソリューションビジネスの強化に向けた「人づくり」への注力 

⚫ ソリューション･カンパニーへの転換に向けた進捗を開示 

サッポロホールディン

グス株式会社 

⚫ ノーレーティングの導入による人材育成の推進 

⚫ スピード感ある DXの推進に向けた積極投資 

⚫ 企業価値とのつながりを示し、人的資本投資の意義を説明 

株式会社山陰合同銀

行 

⚫ 事業成長を支える社員の専門性強化 

⚫ 戦略分野の開拓に向けた人材再配置･リスキリングの推進 

⚫ 事業成長を支える多様な人材の獲得・育成に関する開示 

株式会社資生堂 ⚫ グローバル展開に向けた適所適材の人材配置の推進 

⚫ 経営戦略の一環としての女性活躍推進 

⚫ 女性のエンパワーメントにとどまらない取組･指標の開示 

スズキ株式会社 ⚫ 事業変革を支える外国人エンジニアを海外で採用 

⚫ 事業変革に向け、イノベーションを促す人材･風土づくりを推進 

⚫ 女性活用に向けた現状と今後の取組を開示 

中外製薬株式会社 ⚫ 社員自らの DX参画を促すことによる組織風土改革 
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 企業名 掲載事例の概要 

⚫ 社内人材強化と社外還元によるデジタル人材育成のエコシステ

ム形成 

⚫ 事業戦略の実現に向けた人材の現在地点の開示 

株式会社ツムラ ⚫ 理念の浸透に向けた対話の推進 

⚫ 理念経営を推進する人材を、社長自ら養成 

⚫ 理念浸透の進捗を臨場感ある形で開示 

テルモ株式会社 ⚫ 変革とグローバルビジネスを支える経営人材の育成 

⚫ ジョブ型人事制度を前提とした、年次に関わらない人材登用の

推進 

⚫ DE&Iの取り組み・データを積極的に開示 

南海電気鉄道株式会

社 

⚫ 出向起業によるイノベーションの推進 

⚫ 「適材適所」の人材配置による専門人材の育成 

⚫ グループ全体での女性活躍の進捗を開示 

日揮ホールディングス

株式会社 

⚫ 戦略人事「船中八策」の現場への浸透、推進 

⚫ 事業成長から逆算した人材タイプと配置計画を社員と共有 

⚫ 有価証券報告書と統合報告書の機能分化 

日清食品ホールディン

グス株式会社 

⚫ 事業戦略から逆算されたジョブ型人事制度の導入 

⚫ 企業内大学による次代を担う人材の計画的育成 

⚫ グループビジョンの実現に向けた、組織･社員の現状を開示 

日本電信電話株式会

社 

⚫ 社員の自律的な成長に向けた、専門スキルの明確化 

⚫ リモートワークを原則とした働き方の推進 

⚫ 多様性を意識した人材の育成状況を開示 

株式会社ニトリホール

ディングス 

⚫ IT･DX人材の確保に向けた拠点の設立 

⚫ 報酬を減額せず、転勤を行わない働き方を認める 

⚫ 性別や経歴にとらわれない人材活用の方向性を開示 

株式会社ベネッセホー

ルディングス 

⚫ 経営・現場が一体となったCEOの後継者育成 

⚫ 社員の自律的な学びによる DX人材育成 

⚫ 重要テーマである DX人材育成やエンゲージメント向上の取組

を開示 

株式会社北國フィナン

シャルホールディング

ス 

⚫ 社内副業による自律的成長･キャリア形成の支援 

⚫ キャリア人材の活用と専門性の伸長を目指した人事制度改革 

⚫ 「地域のクオリティ向上に貢献できる人材」を軸とした人的資本

開示 

三井住友トラスト・ホー

ルディングス株式会社 

⚫ 社員のWell-beingを起点とした人的資本投資のストーリーを

開示 

⚫ 社外、アカデミアと連携した効果的な人材育成 

⚫ パーパス浸透に向けた取組の効果と実績を開示 
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 企業名 掲載事例の概要 

株式会社明電舎 ⚫ 新規事業を担う人材の育成に向けた風土改革･人材発掘 

⚫ 早期からの経営人材の効果的育成 

⚫ 人的資本経営におけるフレームワークに基づく情報開示 

第 2部 キリンホールディングス 

株式会社  

⚫ 機能軸でのタレントマネジメントによる社員の「専門性」「多様

性」強化 

⚫ 企業間の相互副業派遣による越境体験の提供 

⚫ グループ経営課題を踏まえた人材戦略の課題明示、ストー

リー・KPI設定 

株式会社サイバーエー

ジェント 

⚫ 年齢を問わず、役職・部門の壁を越えた抜擢の推進 

⚫ 事業の変化に応じたリスキリングを会社を挙げて推進 

⚫ 適材適所を実現する基盤として、エンゲージメント調査結果を

開示 

ソニーグループ株式会

社  

⚫ Purpose & Values と連動した人材理念、人事戦略の定義 

⚫ 会社と社員の対等な“関係”と社員の自律的な“選択”を後押し

する人事施策 

⚫ 様々な「多様性」について定量的・定性的に発信 

株式会社日立製作所 ⚫ 個人と組織の成長を支える、「ジョブ型人財マネジメント」の推

進 

⚫ 事業成長に向けた、デジタル人材の確保・育成実施 

⚫ 経営戦略に立脚した人材戦略の KPI設定・開示 

三井化学株式会社 ⚫ 経営者育成に向けて約 120ポジションの後継者を管理 

⚫ エンゲージメント調査による組織の強みと課題の開示 

⚫ 執行役員候補の多様性を開示し、継続的なダイバーシティを推

進 

三菱商事株式会社 ⚫ 公募型配置、社内複業により、社員の自律的なキャリア形成を

支援 

⚫ 実践力を養う研修により、DX人材の育成を推進 

⚫ データを活用し、各人事施策の進捗状況を網羅的に開示 

株式会社リクルート ⚫ 大切にする価値観は個の尊重。それを体現する Pay for 

Performance 

⚫ 能力開発と未知の領域へのチャレンジ実績を開示 

⚫ 課題認識にとどまらない、女性任用への具体アクションとその

効果の発信 

オムロン株式会社 ⚫ 人的資本の成果指標を定義し、付加価値の向上をコミット 

⚫ 事業戦略実現に向け、As is-To be 分析に基づく人材ポート

フォリオを構想 

⚫ 「人的創造性」の向上に不可欠な多様性の実現に向けた取組・
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 企業名 掲載事例の概要 

成果を開示 

カゴメ株式会社 ⚫ 副業制度、専門職コースの設計など、多様な働き方を提示 

⚫ HRBP により、経営戦略と連動した現場の人事課題解決を強

力に推進 

⚫ キャリア支援の活用状況を、カゴメならではの指標を交えつつ

開示 

KDDI株式会社 ⚫ コース別採用による高い専門性を持つ人材の獲得 

⚫ データ分析専門の組織を立ち上げ、人材戦略の実現を推進 

⚫ 「人財ファースト企業」に向けた取組の進捗を開示 

ソフトバンク株式会社 ⚫ 社員から社員へスキルを伝授する仕組みを整備 

⚫ 新規事業の育成に向けた、社内起業の促進 

⚫ 経営理念の実現に向け、人材の育成状況を開示 

DMG森精機株式会社 ⚫ 給与を国際水準へ大幅に引き上げ、博士人材など専門人材の

採用を推進 

⚫ 外部の教育機関と連携した人材のリスキリングを推進 

⚫ 「よく遊び、よく学び、よく働く」の実践に向けた指標を開示 

豊田通商株式会社 ⚫ 世界各国の拠点におけるローカル経営人材の育成 

⚫ 総合的な組織開発で、社員間のアドバイスやアイディアの創出

を活性化 

⚫ 人的資本と財務数値の関係性を明確化 

日本電気株式会社 ⚫ “ジョブ型”へ舵を切り、事業成長に必要な社内人材の流動化を

実現 

⚫ 公募とキャリア自律に向けた対話を軸に、社員と企業の対等な

関係を構築 

⚫ エンゲージメント向上に向け、人材 KPIを設定し、進捗を開示 

富士通株式会社 ⚫ 人材ポートフォリオの転換に向けて、自律的な人材の流動化を

促進 

⚫ 博士号取得を支援し、グローバルに活躍できる研究者のキャリ

ア形成を支援 

⚫ 社員の「自律的キャリア選択」に関する取組状況を開示 

アステラス製薬株式会

社 

⚫ イノベーションを生み出す、組織のフラット化 

⚫ 創薬開発のため、博士人材を積極登用 

⚫ イノベーション推進に向けた指標の開示 

ANA ホールディング

ス株式会社 

⚫ 有事を乗り越え、先を見据える人事変革へのコミットメント 

⚫ 働き方やライフプランの多様化に対応する休暇制度 

⚫ エンゲージメントスコアを示し会社への愛着が経営基盤である

ことを開示 
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 企業名 掲載事例の概要 

住友商事株式会社 ⚫ ジョブ型人事制度の導入に伴い、若手の早期抜擢を推進 

⚫ グローバル規模でのサクセッションプランを作成し、適所適材配

置を推進 

⚫ 女性活用に向けた課題と改善目標を開示し、透明性を確保 

双日株式会社 ⚫ 自由な働き方を通じて自律的なキャリア構築を支援する体制を

整備 

⚫ 社員意識調査を役員報酬指標に組み込み、推進を後押しする

設計 

⚫ 経営戦略と連動した人材 KPIの設定と開示 

ダイキン工業株式会社 ⚫ 産学連携により、デジタル人材育成のための企業内大学開講 

⚫ 海外での事業拡大を見据え、若手を海外で武者修行 

⚫ デジタル人材の育成状況及びその配置状況を開示 

株式会社大和証券グ

ループ本社 

⚫ 全国どこからでも、社員の健康を支援 

⚫ 専門人材の数を経営目標化し、人材の獲得･定着を目指す 

⚫ 健康経営の効果を生産性に読み替え、開示 

株式会社ブリヂストン ⚫ 意欲ある人材の”学びと挑戦”の機会拡大で、会社と個人の成

長実現を両輪へ 

⚫ 女性特有の健康課題をテクノロジーの活用で解決、改善支援 

⚫ 階層別女性マネジメント比率を開示、女性リーダーの育成・登

用促進 

株式会社丸井グループ ⚫ コーポレートガバナンスを通じた、経営と人事の連動 

⚫ スタートアップとの共創に向け、多様な知と経験を融合する組

織体制構築 

⚫ 独自の指標で、人的資本への投資効果を検証 

株式会社リコー ⚫ 「リコー式ジョブ型」により、社員の自律的成長、適所適材の登

用を実現 

⚫ 社員が受け身ではなく、自律的に学ぶための基盤を整備 

⚫ 社員の「自律」「成長」「歓び」を重視する人的資本戦略に沿った

開示 
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図 2-1 人的資本経営コンソーシアム 好事例集紙面（概要部分） 

Copyright © Human Capital Consortium

人材マネジメントの目的

アクション

イニシアチブ

ベクトル・方向性

個と組織の関係性

雇用コミュニティ

But thisNot this

“人的資本・価値創造”

人的資本の活用・成長。
クリエーション志向。

「投資」であり、効果を見える化。

“人的資源・管理”

人的資源の管理。
オペレーション志向。

「投資」ではなく「コスト」。

“人材戦略”

持続的な企業価値の向上が目的。
経営戦略から落とし込んで策定。

“人事”

人事諸制度の運用・改善が目的。
経営戦略と連動していない。

“経営陣 (5C) / 取締役会”

経営陣
(5C：CEO,CSO,CHRO,CFO,CDO)の
イニシアチブで経営戦略と紐づけ。

取締役会がモニタリング。

“人事部”

人材関係は人事部門任せ。
経営戦略との紐づけは意識されず。

“積極的対話”

人材戦略は価値創造のストーリー。
投資家・従業員に、

積極的に発信・対話。

“内向き”

雇用コミュニティの同質性が高く
人事は囲い込み型。

“個の自律・活性化”

互いに選び合い、共に成長。
多様な経験を取り込み、

イノベーションにつなげる。

“相互依存”

企業は囲い込み、個人も依存。
硬直的な文化になり、

イノベーションが生まれにくい。

“選び、選ばれる関係”

専門性を土台にした
多様でオープンなコミュニティに。

“囲い込み型”

終身雇用や年功序列により、
囲い込み型のコミュニティに。

人的資本経営とは

人的資本経営の考え方

▪ 人的資本経営とは、人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、

中長期的な企業価値向上につなげる経営のあり方である。

▪ デジタル化や脱炭素化、新型コロナウイルス感染症の影響等がもたらす構造転換の中

で、「人的資本」の重要性が重みを増しており、人材戦略はその目的から立ち返って、

変革を進める必要がある。即ち、企業の持続的な企業価値の向上には、「人」が競争

力の源泉であるという考え方のもと、各企業が適切な機会や環境を提供することで、

人材の潜在力を見いだし、活かし、育成することが欠かせない。

▶ 変革の方向性

5
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図 2-2 人的資本経営コンソーシアム 好事例集紙面（企業事例） 

  

Copyright © Human Capital Consortium

事例-01 事業の推進や、新規事業の創出に向け、専門性と共創によるイノベーションを推進

旭化成株式会社
製造業  マテリアル/住宅/ヘルスケア

専門人材が必要な領域は、事業計画に応じて毎年

見直しを行い、機動的な人材確保を試みる。

POINT

新事業創出や事業の強化に向けて専門人材の確保を重視。

事業の拡大や創出に必要な領域で社内外に通じる専門性

を持つ人材を「高度専門職」に認定。マネジメントを担

う社員と同等の水準で処遇している。さらに、領域ごと

に後継者計画を作成し、計画的に育成している。

事業の方向性を見据えた専門人材の機動的な確保

1 2 33つの視点 1 2 3 4 55つの要素

実践

図1 高度専門職の対象となる領域（2022年度）

事業計画や採用に博士人材を登用することで、

企業経営全体に博士人材の視点が取り入れられる。

POINT

イノベーション創出に向け、博士人材の専門性を重視し

た人材マネジメントを推進。博士人材は研究開発の他、

約1/3を事業企画や人事などに配置。事業計画への助言

や、博士人材採用に向けた候補者の抽出及び研究能力の

見極め等の多様な場面で、その専門性や経験を活かす。

こうしたキャリアを経て研究開発に戻ることも多く、異

職種の経験を博士人材自身の育成にもつなげている。

博士人材の視点を活かしたイノベーションを推進

1 2 33つの視点 1 2 3 4 55つの要素

実践

図2 博士人材の専門性発揮に向けた取組

KPIと進捗だけでなく、高度専門人材制度等の各施

策についてその内容やねらいなどを詳細に記述。

POINT

有価証券報告書では、人材戦略の2つの柱として多様な

個の「終身成長」と「共創力」を掲げ、高度専門職制度

やエンゲージメント向上等の多様な施策を独自指標も交

えて記載。さらに、社長と人事部門との定期会議や人事

部門におけるデータ活用スキル強化など、経営戦略と人

材戦略の連動に向けた社内体制整備の状況も丁寧に記載。

終身成長と共創力を支える施策や社内体制を、独自指標も含めて開示

1 2 33つの視点 1 2 3 4 55つの要素

開示

図3 有価証券報告書における開示内容（抜粋）

14

博士の採用は博士が担当。また、研究室等、博士
人材のネットワークを活かした採用を推進。

採用

管理職にならずにキャリアを重ねることが出来る
「高度専門職制度」を準備。一方、企画や事務を
経験できるキャリアも準備。

キャリア

研究開発部門では、業務の20%は自由な研究に充
当。周囲との交流によるイノベーションを期待。

働き方

目標2022年2020年人事施策

360
（2024年）

294250高度専門職人数

より高めていく
（2024年）

3.713.65
エンゲージメント調査
「KSA」
成長行動指標の推移

10%
（2030年）

3.7%2.8%
ラインポスト
＋高度専門職における
女性比率
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2.2.2 ISSBへの意見書の提出 

2023年 5月 4日、 IFRS財団 ISSBは、 ISSBの活動の戦略的方向性や新たな調査・基準設定

プロジェクトを含む2024年～2026年の作業計画について情報要請（Request For Information）

を公表した。本コンソーシアムでは、上記情報要請に対して、意見書の提出を行った。 

2.2.3 企業間連携の検討 

本コンソーシアムの企画委員を中心に、人的資本経営の実践及び取組の共有を目的として、以下 5

つの企業間連携プロジェクトについて検討・実施を行った。 

表 2-19 企業間連携プロジェクト一覧 

プロジェクト名 事務局企業（2023年 8月２５日時点） 

企業間相互副業 
ソニーグループ株式会社 

株式会社日立製作所 

地域企業への副業派遣 

三井化学株式会社 

SOMPOホールディングス株式会社 

ロート製薬株式会社 

共同研修や相互の人材育成 
株式会社サイバーエージェント 

株式会社リクルート 

クロスカンパニー・メンタリング 
キリンホールディングス株式会社 

三菱商事株式会社 

健康経営アライアンス 
オムロン株式会社 

株式会社日立製作所 
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2.3 第 2回総会 

本事業においては、2023年 10月 3日に第 2回総会を実施した。 

2.3.1 開催概要 

第 2回総会の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-20 第 2回総会開催概要 

開催日時 ２０２３年１０月３日（火）１０時～１２時 

開催場所 東京国際フォーラム ホール B7／オンライン配信 

開催方法 対面及びオンライン配信によるハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 西村経済産業大臣 
➢ 井林内閣府金融担当副大臣 
➢ 人的資本経営コンソーシアム発起人 
➢ 企画委員 
➢ 会員 

2.3.2 議事次第 

第 2回総会の議事次第と内容は、以下の通りである。 

表 2-21 第 2回総会の議事次第と内容 

議事次第 発話者 

第一部 

1. 開会挨拶 ⚫ 伊藤邦雄 会長 

2. 発起人挨拶 

⚫ 発起人 
➢ 磯崎功典 氏 
➢ 東原敏昭 氏 
➢ 吉田憲一郎 氏 
➢ 杉原規之 氏 

3. 人的資本経営コンソーシアムの活動報告と今後
の活動について 

⚫ 山下隆一 経済産業省経済産業政策局長 

4. 内閣府副大臣（金融担当）挨拶 ⚫ 井林辰憲 内閣府副大臣（金融担当） 

5. 閉会挨拶 ⚫ 西村康稔 経済産業大臣 

第二部 

1. 企業間連携に関する発表 

⚫ 伊藤邦雄 会長 
⚫ 安部和志 氏 
⚫ 安藤嘉規 氏 
⚫ 曽山哲人 氏 
⚫ 坪井純子 氏 
⚫ 石原英貴 氏 

2. 人的資本開示に関するパネルディスカッション 

⚫ 伊藤邦雄 会長 
⚫ 寺沢徹 氏 
⚫ 井川智洋 氏 
⚫ 島津裕紀 経済産業省経済産業政策局産業人材課

長 
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2.3.3 写真 

第 2回総会の様子について、写真撮影を行った。以下に、撮影した写真の一部を抜粋して掲載する。 

 

図 2-3 フォトセッションの様子 
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図 2-4 伊藤邦雄会長による開会挨拶 

 

図 2-5 西村経済産業大臣による閉会挨拶  
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図 2-6 企業間連携に関する発表 

 

図 2-7 人的資本開示に関するパネルディスカッション   
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2.4 第 2期 

第 2回総会当日の 2023年 10月 3日から、本コンソーシアムの第 2期がスタートした。本節では、

第 2期開始から 2023年度末までの活動を記載する。 

2.4.1 企画委員会 

コンソーシアムの執行機関として企画委員会を 2回開催した。 

（1） 開催概要 

各回の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-22 第 2期・第 1回企画委員会の開催概要 

開催日時 2023年 12月 12日（火）13時～15時 

開催場所 経済産業省本館１７階 第１共用会議室 

開催方法 対面及びオンラインのハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 企画委員 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川人吾氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課長 野崎彰氏 

議事次第 

１．開会 
２．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
３．討議 
４．閉会 

表 2-23 第 2期・第２回企画委員会の開催概要 

開催日時 2024年 2月 2日（金）9時～11時 

開催場所 経済産業省本館１７階 第２特別会議室 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤委員長 
➢ 企画委員 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川人吾氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課長 野崎彰氏 

議事次第 

１．開会 
２．事務局説明（人的資本経営コンソーシアムの今後の進め方について） 
３．討議 
４．閉会 
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（2） 討議における主な論点 

各回の討議における主な論点は、以下の通りである。 

表 2-24 第 2期・第 1回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 今後のコンソーシアム全体運営 
➢ 全体の活動スケジュール、活動目標、新規会員の入会受付方法等について。 

⚫ 人的資本経営に関する調査 
➢ 調査の方法、調査項目について。 

⚫ 経営戦略と連動した人的資本情報の効果的な開示の在り方について 
➢ ただ開示して終わりではなく、投資家やアナリストのフィードバックを受けて、さらに開示のフォーカ

スをブラッシュアップさせていく、「開示の進化」のプロセスについて。 
➢ そのために必要な企業行動、資本市場の環境整備について。 

⚫ 企業間連携プロジェクトの今後の進め方について 
➢ 企画委員会における進捗報告のあり方について。 
➢ 本来の役目である実践分科会における企業間連携の促進のあり方について。 

表 2-25 第 2期・第 2回企画委員会 討議における主な論点 

内容 

⚫ 今後のコンソーシアム全体運営 
➢ 全体の活動スケジュール、人的資本経営に関する調査の内容等について。 

⚫ 投資家との対話の促進に向けて 
➢ 投資家と対話を進める中で、投資家の人的資本に対する関心や理解をどのように見ているか。 
➢ 企業、投資家の間で、どのようなギャップが生じていると感じるか。また、今後どのようなアクション

が必要か。 
➢ 前回の議論を踏まえ、次回の開示分科会で以下の議題を設定する予定だが、ご意見はあるか。 

 ＣＨＲＯ／ＣＦＯとの連携強化に向けた取組 
 人的資本データの収集、人事部門のデータに関するケイパビリティ向上 
 人的資本投資の効果をどう示すか（財務指標とのつながりを示すことの可能性と限界を含む） 

⚫ 企業間連携プロジェクトの今後の進め方について 
➢ 各プロジェクトの実施状況を踏まえ、第２回（５月）または第 1期・第 3回（８月）の実践分科会で、以

下のいずれかを実施することはどうか。 
 ①各プロジェクトの試行結果や学びの発表 
 ②更なるプロジェクト参加メンバーの募集 
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2.4.2 実践分科会 

人的資本経営の実践について会員と議論を深める場として、実践分科会を 1回実施した。 

（1） 開催概要 

各回の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-26 第 2期・第 1回実践分科会の開催概要 

開催日時 2024年 1月９日（火）9時～11時 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室／オンライン配信 

開催方法 対面開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤会長 
➢ 実践分科会幹事 
➢ 企画委員 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 

テーマ 経営戦略と連動した人事戦略の推進・社内体制整備 

議事次第 

１．開会 
２．事務局説明 
3．事例紹介 
４．意見交換 
5．企業間連携プロジェクトの紹介 
6．閉会 

（2） 意見交換における主な論点 

各回の意見交換における主な論点は、以下の通りである。 

表 2-27 第 2期・第 1回実践分科会 意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 経営戦略と人材戦略をどのように連動させているか。 
⚫ 人的資本経営の実践に向けた経営層における取組内容（取締役会における人的資本経営に関する議論、 

CHRO と CEO の対話の増加、役員報酬への人的資本指標の組込み等）とその効果。 
⚫ 人事部門のケイパビリティ向上に向けた取組内容（人事部門の役割の変化、組織改編、現場人事の配置、

人事部の増員）とその効果。またそれらを実施する上でどのような課題があったか。 
⚫ この他、人的資本経営の推進に向けて、組織・体制面ではどのような課題があるか。 
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2.4.3 開示分科会 

人的資本の情報開示の効果的な在り方について会員と議論を深める場として、開示分科会を 2 回実

施した。 

（1） 開催概要 

各回の開催概要は、以下の通りである。 

表 2-28 第 2期・第 1回開示分科会の開催概要 

開催日時 2024年 1月 24日（水）15時～17時 

開催場所 経済産業省本館 17階 国際会議室／オンライン配信 

開催方法 対面及びオンライン配信によるハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤会長 
➢ 開示分科会幹事 
➢ 投資家 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課課長補佐 小澤裕史氏 

テーマ 人的資本情報開示の現状と課題 

議事次第 

１．開会 
2．事務局説明 
3．事例紹介 
４．意見交換 
５．閉会 

表 2-29 第 2期・第 2回開示分科会の開催概要 

開催日時 2024年３月２6日（火）１０時～１２時 

開催場所 経済産業省本館 17階 第 1共用会議室／オンライン配信 

開催方法 対面及びオンライン配信によるハイブリッド開催 

参加者 

⚫ 会場出席者内訳： 
➢ 伊藤会長 
➢ 開示分科会幹事 
➢ 企画委員 
➢ 投資家 
➢ 経済産業省大臣官房審議官 菊川人吾氏 
➢ 経済産業政策局産業人材課長 島津裕紀氏 
➢ 金融庁企画市場局企業開示課国際会計調整室長 倉持亘一郎氏 

テーマ 
人的資本投資の効果の示し方、人的資本データの可視化・定量化、人的資本投資の効果
の説明に向けた、経営層や財務・IR部門との連携 

議事次第 

１．開会 
２．事務局説明 
3．金融庁説明 
4．事例紹介 
5．意見交換 
6．閉会 
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（2） 意見交換における主な論点 

各回の意見交換における主な論点は、以下の通りである。 

表 2-30 第 2期・第１回開示分科会 意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 人的資本開示の内容を検討する際に、何を重視しているか。例えば、定量情報と定性情報の使い分けや、
開示媒体の検討においてどのような議論をしたか。 

⚫ 人的資本開示に対する投資家の反応はどうか。投資家との対話の中でどのようなニーズがあると考えて
いるか。 

⚫ 今後どのように開示を充実させようと考えているか。また、特に、全体的に開示が進んでいない定量的な 
KPI の設定においては何がボトルネック／解決策だと考えるか。 

表 2-31 第 2期・第２回開示分科会 意見交換における主な論点 

内容 

⚫ 人的資本に対する投資の効果を外部に対してどのように示すか。特に、人的資本に対する投資と財務指
標のつながりを示すことの可能性と限界について。 

⚫ こうした、人的資本に対する投資の効果を測定し、外部に説明するためにどのようなデータを収集し、活
用すべきか。 

⚫ 人的資本投資の効果を外部に説明するために、経営層や財務・ IR 部門をどのように巻き込むべきか。 
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2.4.4 会員と投資家の対話の場  

コンソーシアム全体の運営に必要な業務として、第 2 期「会員と投資家の対話の場」について会員か

らの参加募集を行った。第 2期の対話の場については、2024年 4月に第 1回、2024年 6月に第 2

回を行う予定である。 

表 2-32 第 2期「会員と投資家の対話の場」募集活動 

第 1回募集 
2023年 12月 15日（金）～2024年 1月 19日（金）の期間で募集を実施。 

最終的に会員５社の参加が決定。 

第 2回募集 
2024年 2月 9日（金）～3月 15日（金）の期間で募集を実施。 

最終的に会員５社の参加が決定。 
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2.5 会員に対する調査 

本コンソーシアムでは、人的資本経営の実践や開示の実態を把握し、また、今後の人的資本経営の進

展のための課題を特定すべく、会員に対して調査を行った。 

2.5.1 調査概要 

今回実施した調査は、令和 3年度に実施した調査1を参考として設計した。概要は以下の通りである。 

表 2-33 調査概要 

調査目的 

令和４年5月に経済産業省が公表した「人的資本経営に関する調査」との進捗状況の比

較を行うとともに、課題やその解決策についてコンソーシアム内での議論を行い、最終

的には、解決策を示唆する好事例等と併せて発信する。 

調査対象 人的資本経営コンソーシアム会員企業の CEO ・ CHROをはじめとする経営層 

調査方法 WEBアンケートフォームへの回答（URLを会員サイトに掲載） 

調査期間 令和６年２月 16日（金）～３月 27日（水）17時（予定） 

調査内容 

1.企業情報に関する設問 

2.人的資本経営の実現に向けた経営陣のアクションの現状に関する調査  

①企業理念、企業の存在意義、経営戦略の明確化に関する取組状況 

②経営戦略と連動した人材戦略の策定・実行 

③CHROの設置・選任、経営トップ５Cの連携状況等 

④積極的な発信・対話 

⑤①～④に関する具体的な取組状況や課題認識 

3.人的資本経営の実現に向けた取締役会のアクションの現状に関する調査 

 

  

 
1 https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/pdf/survey_summary.pdf 

（閲覧日：2024年 3月 14日） 
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2.6 WEBサイトの運営 

人的資本経営コンソーシアムWEBサイト は、2022年 11月 30日に開設された。同サイトは、①広

く一般への広報②会員への適時の情報提供を目的として、コンソーシアム非会員もアクセス可能な「一

般向けページ」と、コンソーシアム会員のみアクセス可能な「会員ページ」を中心に構成される。 

主なサイト構成は、以下の通りである。 

表 2-34 WEBサイト構成 

 

 

 

 

 

一般向け 

ページ 

HOME 

（トップページ） 

一般向け各ページの内容を簡単に掲載し、案内を行う。 

NEWS&EVENT NEWSと EVENTに分けて時系列順に情報を掲載している。NEWSでは、人的

資本経営コンソーシアムに関連するもののうち、EVENTに掲載されないお知らせ

を掲載する。EVENTでは、人的資本経営コンソーシアムの委員会、分科会等の開

催に関するお知らせを掲載する。 

ABOUT 人的資本経営コンソーシアムの概要や構成、活動内容等を紹介する。 

MEMBER 人的資本経営コンソーシアムの会員を一覧で紹介する。 

TOPIC 人的資本経営、人的資本開示に関する資料や支援策情報を掲載する。 

CONTACT 人的資本経営の取組や、人的資本経営コンソーシアムロゴマークの利用に関する問

い合わせ先を案内する。 

プライバシー 

ポリシー 

WEBサイトのプライバシーポリシーを紹介する。 

 

 

 

 

会員向け 

ページ 

会員ページトップ HOMEと同様、会員向け各ページの内容を簡単に掲載し、案内を行う。 

総会 概要や開催予定、開催結果等、総会に関する情報や資料を掲載する。 

企画委員会 概要や開催予定、開催結果等、企画委員会に関する情報や資料を掲載する。 

実践分科会 概要や開催予定、開催結果等、実践分科会に関する情報や資料を掲載する。 

開示分科会 概要や開催予定、開催結果等、開示分科会に関する情報や資料を掲載する。 

対話の場 概要や開催予定、開催結果等、対話の場に関する情報や資料を掲載する。 

NEWS&EVENT

（会員向け） 

人的資本経営コンソーシアムの委員会、分科会等の開催に関するお知らせ等を掲載

する。 

TOPIC 

（会員向け） 

一般向け TOPICページと同様、人的資本経営、人的資本開示に関する資料や支

援策情報を掲載する。 

会議資料 

ダウンロード 

人的資本経営コンソーシアムにて実施する各会議体の資料等を一時的に掲載する。 

2.6.1 改修実績 

本年度は、7月、2月、3月に機能改修を行った。実施した機能改修は、以下の通りである。 

表 2-35 機能改修実績 

会議資料ダウンロー
ドページの作成 

会員への即時的な資料共有を可能とすること、及びウェブサイトを利用した資料共有
を進めることでメールマガジンでの資料共有を回避することを目的として、事務局が
直接操作し、資料を掲載することのできる会議資料ダウンロードページを作成した。 

分科会ページ等に 
おける情報の階層化 

情報の検索性を高めることを目的として、コンソーシアム単位年度及び各会議体単位
でページの折り畳みを可能とする改修を行った。これらは、会員向けページの企画委
員会、実践分科会、開示分科会、会員と投資家との対話の場ページに実装した。 

NEWS&EVENT
ページにおける情報
の階層化 

上記の機能を一般向け及び会員向け NEWS&EVENTページにも実装した。これら
のページでは、コンソーシアム単位年度をさらに 2つに分け、ページを折り畳む。 
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2.6.2 ロゴマークの管理 

人的資本経営コンソーシアムのロゴマークについて、利用希望者の対応・管理を実施した。ロゴマーク

の管理に際しては、経済産業省と基本的な対応方針を協議の上、会員からの申請に基づき、利用目的・

掲載箇所等が規約に即している場合にロゴマークの画像データを配布した。ロゴマークの利用目的等

は、一覧可能な形式にて管理し、適宜、経済産業省に共有した。 

 

 

図 2-8 人的資本経営コンソーシアムロゴマーク 
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2.7 メールマガジンの配信 

2.7.1 主な配信内容 

人的資本経営コンソーシアムの活動や、人的資本経営の支援施策に関する情報の共有、分科会の資

料共有等に際して、コンソーシアム会員向けメールマガジンを活用した。 

2.8 会員申込管理 

2.8.1 追加入会申込受付 

本コンソーシアムでは、2023 年 7 月～9 月に、追加入会申込受付を実施した。概要は、以下の通り

である。 

表 2-36 追加入会申込受付の概要 

受付期間 ２０２３年 7月 28日（金）～2023年 9月 6日（水） 

受付方法 入会申込フォームに必要事項を記入し、事務局宛に回答を送信 

追加入会法人数 112法人 

2.8.2 通年入会申込受付 

本コンソーシアムでは、2024 年 1 月 19 日からは、新規入会申込受付を通年で行うこととした。

2024年 3月 14日までの追加の会員数は 25法人である。 
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3. 参考資料 

3.1 会員一覧 

2024年 3月 14日時点での会員数は 575。会員一覧は、以下の通りである。 

表 3-1 会員一覧（2024年 3月 14日時点） 

○法人 ※五十音順 

株式会社ＩＨＩ 帝人株式会社 

株式会社アイエスエフネット テクノプロ・ホールディングス株式会社 

ＩＳＢマーケティング株式会社 デフィデ株式会社 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 テルモ株式会社 

株式会社 iCARE 
デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー

合同会社 

一般社団法人ｉＣＤ協会 株式会社デンソー 

株式会社アイシン 株式会社電通グループ 

株式会社アイスタイル 株式会社電通国際情報サービス 

株式会社 ispec 株式会社電通デジタル 

株式会社アイデミー 東亜建設工業株式会社 

ｉ‐ＰＲＯ株式会社 東海エンジニア株式会社 

株式会社 I'mbesideyou 
東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会

社 

アイリスオーヤマ株式会社 株式会社東海理化電機製作所 

株式会社アウトソーシング 東急株式会社 

株式会社あおぞら銀行 株式会社東急コミュニティー 

株式会社秋田銀行 東急不動産ホールディングス株式会社 

アクシスコンサルティング株式会社 東京応化工業株式会社 

株式会社揚羽 東京海上ホールディングス株式会社 

旭化成株式会社 東京ガス株式会社 

アサヒグループホールディングス株式会社 株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ 

朝日生命保険相互会社 東京建物株式会社 

味の素株式会社 東京電力ホールディングス株式会社 

アスエネ株式会社 東光電気工事株式会社 

株式会社アスコット 株式会社東芝 

有限責任 あずさ監査法人 東ソー株式会社 
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アステラス製薬株式会社 株式会社東邦銀行 

アストナリング・アドバイザー合同会社 東洋エンジニアリング株式会社 

アズビル株式会社 ＴＯＴＯ株式会社 

アセットマネジメントOne株式会社 有限責任監査法人トーマツ 

アデコ株式会社 東レ株式会社 

株式会社アドバンテスト Ｄｒ．Ｒｉｄｅｎｔｅ株式会社 

株式会社アドバンテッジリスクマネジメント 株式会社トクヤマ 

株式会社アトラエ TOPPANホールディングス株式会社 

株式会社アバントグループ 株式会社トムス 

アビームコンサルティング株式会社 株式会社豊田自動織機 

アフラック生命保険株式会社 豊田通商株式会社 

株式会社アルプス物流 トランスコスモス株式会社 

株式会社阿波銀行 株式会社ドリームホップ 

アンリツ株式会社 株式会社ドントコイ 

株式会社イーウェル 長島・大野・常松法律事務所 

EQIQ株式会社 株式会社中西製作所 

EY Japan 株式会社 株式会社名古屋銀行 

イオン株式会社 ナミックス株式会社 

株式会社池田泉州ホールディングス 南海電気鉄道株式会社 

いすゞ自動車株式会社 株式会社南都銀行 

井関農機株式会社 株式会社ニコン 

出光興産株式会社 西日本鉄道株式会社 

伊藤忠商事株式会社 株式会社ニシヒロ 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 西松建設株式会社 

株式会社イトーキ 日揮ホールディングス株式会社 

イビデン株式会社 日工株式会社 

井村屋グループ株式会社 日産自動車株式会社 

株式会社伊予銀行 日清食品ホールディングス株式会社 

岩城製薬株式会社 日新電機株式会社 

岩谷産業株式会社 日清紡ホールディングス株式会社 

株式会社岩手銀行 ニッセイアセットマネジメント株式会社 

株式会社インソース 日総工産株式会社 

株式会社インテージテクノスフィア ニッタ株式会社 

株式会社 INPEX 日鉄興和不動産株式会社 

株式会社ウィルグループ 日鉄ソリューションズ株式会社 
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株式会社ｕｎｅｒｒｙ 日鉄物産株式会社 

株式会社 AGSコンサルティング 日東電工株式会社 

AGC株式会社 日本ガイシ株式会社 

EIZO株式会社 日本化薬株式会社 

HRガバナンス・リーダーズ株式会社 株式会社ニッスイ 

HRD株式会社 日本精工株式会社 

株式会社 HRデータラボ 日本製鉄株式会社 

株式会社ＨＲ Ｆｏｒｃｅ 日本ゼオン株式会社 

HRラボ株式会社 日本曹達株式会社 

株式会社エイチーム 日本電気株式会社 

株式会社 HQ 日本電信電話株式会社 

ANAホールディングス株式会社 日本特殊陶業株式会社 

エーオンソリューションズジャパン株式会社 日本ハム株式会社 

エーザイ株式会社 日本ピラー工業株式会社 

ａｕフィナンシャルホールディングス株式会社 株式会社日本マンパワー 

江崎グリコ株式会社 日本郵政株式会社 

SAPジャパン株式会社 日本郵船株式会社 

SMBCコンシューマーファイナンス株式会社 日本郵便株式会社 

SCSK株式会社 株式会社ニトリホールディングス 

株式会社 SBI新生銀行 特定非営利活動法人日本ＩＴイノベーション協会 

SBSホールディングス株式会社 日本アイ・ビー・エム株式会社 

ヱスビー食品株式会社 日本紙パルプ商事株式会社 

株式会社 eduleap 一般財団法人日本経済研究所 

NECキャピタルソリューション株式会社 日本航空株式会社 

NECソリューションイノベータ株式会社 日本公認会計士協会 

NECネッツエスアイ株式会社 株式会社日本政策投資銀行 

株式会社 NSD 公益財団法人日本生産性本部 

株式会社 NJS 日本生命保険相互会社 

NTSホールディングス株式会社 株式会社日本総合研究所 

株式会社 NTT ドコモ 日本たばこ産業株式会社 

ENEOSホールディングス株式会社 日本調剤株式会社 

株式会社荏原製作所 一般社団法人日本能率協会 

エフジェイコーポレーション合同会社 株式会社日本能率協会マネジメントセンター 

エプソン販売株式会社 株式会社ニューズピックス 
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MS＆AD インシュアランスグループホールディン

グス株式会社 
株式会社ＮＥＷＯＮＥ 

MS&AD インターリスク総研株式会社 株式会社ネットラーニング 

エンカレッジ・テクノロジ株式会社 ネットワンシステムズ株式会社 

エン・ジャパン株式会社 農林中央金庫 

株式会社エンファクトリー 株式会社野村総合研究所 

株式会社大分銀行 野村不動産ホールディングス株式会社 

オーエスジー株式会社 野村ホールディングス株式会社 

株式会社大阪ソーダ パーク２４株式会社 

株式会社大林組 パーソルホールディングス株式会社 

一般財団法人オープンバッジ・ネットワーク 株式会社ハウスメイトパートナーズ 

株式会社ｏｋｉｃｏｍ 株式会社はくばく 

沖電気工業株式会社 株式会社長谷工コーポレーション 

株式会社おきなわフィナンシャルグループ 株式会社パソナHRソリューション 

株式会社オキュラボ 株式会社パソナグループ 

株式会社小野組 株式会社八十二銀行 

株式会社OFFICE KITABA パナソニックコネクト株式会社 

オムロン株式会社 パナソニックホールディングス株式会社 

オリックス株式会社 パナリット株式会社 

オリンパス株式会社 株式会社バランスド 

OnBoard株式会社 ハリマ化成グループ株式会社 

一般財団法人会計教育研修機構 株式会社ＰＡＬＴＡＣ 

株式会社カインズ 
株式会社パン・パシフィック・インターナショナル

ホールディングス 

花王株式会社 ビーウィズ株式会社 

株式会社カオナビ PHCホールディングス株式会社 

株式会社カクヤスグループ ＢＳＩグループジャパン株式会社 

カゴメ株式会社 株式会社ＢＦＴ 

カシオ計算機株式会社 ピーエムラボ合同会社 

鹿島建設株式会社 ピー・シー・エー株式会社 

株式会社学研ホールディングス ピースマインド株式会社 

兼松株式会社 PwCあらた有限責任監査法人 

カルビー株式会社 株式会社ＢＤＯ人事総合研究所 

株式会社カレントスペース 東日本旅客鉄道株式会社 

川崎重工業株式会社 BUSINESS-ALLIANCE株式会社 

関西電力株式会社 ビジネスコーチ株式会社 
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株式会社関電工 株式会社ビジネスコンサルタント 

株式会社かんぽ生命保険 株式会社ビズリーチ 

キーウェアソリューションズ株式会社 日立建機株式会社 

キッコーマン株式会社 株式会社日立製作所 

岐阜信用金庫 日立造船株式会社 

特定非営利活動法人キャリアカウンセリング協会 人・夢・技術グループ株式会社 

九州電力株式会社 BIPROGY株式会社 

株式会社九州フィナンシャルグループ 株式会社百五銀行 

九州旅客鉄道株式会社 株式会社百十四銀行 

株式会社紀陽銀行 株式会社ヒューマン・マネジメント 

株式会社京都銀行 ヒューリック株式会社 

協和キリン株式会社 株式会社ひろぎんホールディングス 

キリンホールディングス株式会社 株式会社ファンケル 

株式会社クオラス 株式会社ファンコーポレーション 

株式会社クオレ・シー・キューブ ＦＩＤＩＡ株式会社 

株式会社クボタ フィデリティ投信株式会社 

株式会社クラウドワークス booost technologies株式会社 

株式会社クラダシ 株式会社フォーバル 

株式会社クリーク･アンド･リバー社 株式会社福井銀行 

グローリー株式会社 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ 

クロノス株式会社 株式会社ＦＵＪＩ 

株式会社群馬銀行 株式会社フジクラ 

KHネオケム株式会社 富士通株式会社 

KDDI株式会社 フジッコ株式会社 

株式会社京葉銀行 扶桑化学工業株式会社 

KPMGコンサルティング株式会社 株式会社船井総研ホールディングス 

株式会社建設技術研究所 株式会社ブライエ 

小池コンサルティング株式会社 株式会社プラスアルファ・コンサルティング 

江南ラミネート株式会社 Ｐｌｕｓ Ｗ株式会社 

株式会社コーエーテクモホールディングス プラスマン合同会社 

株式会社コーナー ブラックロック・ジャパン株式会社 

コーン・フェリー・ジャパン株式会社 株式会社ブリヂストン 

コカ・コーラ ボトラーズジャパン株式会社 古河電気工業株式会社 

株式会社国際協力銀行 ブルドックソース株式会社 

国分グループ本社株式会社 株式会社ブレインアカデミー 
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株式会社ココナラ プレミアグループ株式会社 

コスモエネルギーホールディングス株式会社 株式会社プロクレアホールディングス 

コタエル HR株式会社 株式会社プロ人材機構 

株式会社コトラ 一般社団法人プロティアン・キャリア協会 

小林製薬株式会社 株式会社プロネクサス 

株式会社小松製作所 フロンティア・マネジメント株式会社 

コンクリートコーリング株式会社 株式会社ベネッセホールディングス 

株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループ 株式会社ベネフィット・ワン 

株式会社サイダス ＨＥＡＬＴＨ ＦＩＲＳＴ株式会社 

株式会社サイバーエージェント HENNGE株式会社 

株式会社佐賀銀行 ポート株式会社 

サカタインクス株式会社 株式会社ほくほくフィナンシャルグループ 

さくらインターネット株式会社 株式会社北洋銀行 

株式会社Ｓａｃｃｏ 北海道電力株式会社 

サッポロホールディングス株式会社 ホッカンホールディングス株式会社 

株式会社佐藤コンサルティング 株式会社北國フィナンシャルホールディングス 

サトーホールディングス株式会社 本田技研工業株式会社 

株式会社山陰合同銀行 マーサージャパン株式会社 

株式会社サンウェル マツダ株式会社 

株式会社三栄コーポレーション 株式会社丸井グループ 

サンケン電気株式会社 マルハニチロ株式会社 

参天製薬株式会社 丸紅株式会社 

サントリー食品インターナショナル株式会社 ミサワホーム株式会社 

サントリーホールディングス株式会社 美津濃株式会社 

株式会社シェアードバリュー・コーポレーション 株式会社みずほフィナンシャルグループ 

ＪＦＥシステムズ株式会社 三井化学株式会社 

株式会社 J-オイルミルズ 三井住友海上火災保険株式会社 

JBCCホールディングス株式会社 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 

J.フロントリテイリング株式会社 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 

JPYC株式会社 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 

株式会社 JERA 三井倉庫ホールディングス株式会社 

株式会社滋賀銀行 三井物産株式会社 

株式会社シグマクシス・ホールディングス 三井不動産株式会社 

株式会社四国銀行 三菱化工機株式会社 

静岡鉄道株式会社 三菱ケミカルグループ株式会社 
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株式会社しずおかフィナンシャルグループ 三菱自動車工業株式会社 

シスメックス株式会社 三菱重工業株式会社 

株式会社資生堂 三菱商事株式会社 

株式会社七十七銀行 三菱食品株式会社 

シチズン時計株式会社 三菱製鋼株式会社 

シティグループ証券株式会社 三菱倉庫株式会社 

シナノケンシ株式会社 株式会社三菱総合研究所 

株式会社 島津製作所 三菱電機株式会社 

清水建設株式会社 三菱マテリアル株式会社 

株式会社十六フィナンシャルグループ 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株式会社商工組合中央金庫 株式会社三菱UFJフィナンシャルグループ 

株式会社商船三井 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

白鷺電気工業株式会社 三ツ星ベルト株式会社 

Ｔｈｉｎｋｉｎｇｓ株式会社 ミネベアミツミ株式会社 

信金中央金庫 株式会社宮崎銀行 

株式会社新日本科学 株式会社ミライト・ワン 

新明和工業株式会社 株式会社ミルボン 

株式会社スカイディスク 株式会社武蔵野銀行 

株式会社Ｓｃｈｏｏ 税理士法人無十 

スズキ株式会社 株式会社村田製作所 

スター・マイカ・ホールディングス 株式会社明光ネットワークジャパン 

スターゼン株式会社 明治ホールディングス株式会社 

株式会社 SNOPPI creation 明治安田生命保険相互会社 

株式会社 SUBARU 株式会社明電舎 

住友大阪セメント株式会社 株式会社メディパルホールディングス 

住友化学株式会社 株式会社メディン 

住友ゴム工業株式会社 株式会社メトセラ 

住友商事株式会社 株式会社めぶきフィナンシャルグループ 

住友精化株式会社 株式会社メルカリ 

住友生命保険相互会社 株式会社メンタルヘルステクノロジーズ 

住友理工株式会社 株式会社メンバーズ 

セイコーエプソン株式会社 株式会社もしも 

セイノーホールディングス株式会社 Modis株式会社 

セガサミーホールディングス株式会社 森永製菓株式会社 

積水化学工業株式会社 森永乳業株式会社 



 

43 

積水ハウス株式会社 株式会社諸岡 

セコム株式会社 株式会社ＹＡＺ 

ＳＥＳＳＡパートナーズ株式会社 株式会社山形銀行 

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 株式会社山口フィナンシャルグループ 

株式会社セブン銀行 株式会社山梨中央銀行 

セルソース株式会社 ヤマハ発動機株式会社 

株式会社セルム ヤンマーホールディングス株式会社 

セレクションアンドバリエーション株式会社 株式会社UACJ 

株式会社セレブレイン 株式会社ユー・エス・イー 

全国社会保険労務士会連合会 株式会社ユーグレナ 

株式会社センターボード 株式会社ユーザベース 

双日株式会社 株式会社ゆうちょ銀行 

ソニーグループ株式会社 UBE株式会社 

ソフトバンク株式会社 雪印メグミルク株式会社 

SOLIZE株式会社 ユニ・チャーム株式会社 

株式会社ソレイユ・マネジメント・ソリューションズ 
ユニバーサルマテリアルズインキュベーター株式会

社 

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社 Unipos株式会社 

第一稀元素化学工業株式会社 ライオン株式会社 

第一工業製薬株式会社 株式会社ライズ・コンサルティング・グループ 

第一三共株式会社 株式会社ラキール 

第一生命ホールディングス株式会社 楽天グループ株式会社 

大王製紙株式会社 株式会社リーディングマーク 

株式会社大氣社 株式会社リードクリエイト 

ダイキン工業株式会社 株式会社リクルート 

株式会社大光銀行 株式会社リコー 

株式会社第四北越銀行 リコーリース株式会社 

大成建設株式会社 りそなアセットマネジメント株式会社 

株式会社ダイセル 株式会社りそなホールディングス 

大東建託株式会社 リゾリュートジャパン合同会社 

株式会社ダイナム 学校法人立命館 

大日本印刷株式会社 株式会社リブリッジ 

太平洋セメント株式会社 株式会社琉球銀行 

大和アセットマネジメント株式会社 Relation Shift株式会社 

株式会社大和証券グループ本社 ＲＥＬＡＴＩＯＮＳ株式会社 
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大和ハウス工業株式会社 株式会社リンクアンドモチベーション 

高砂熱学工業株式会社 株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズ 

株式会社ＴＡＫＡＲＡ＆ＣＯＭＰＡＮＹ 一般社団法人臨床医工情報学コンソーシアム関西 

株式会社竹中工務店 Ｌｕｖｉｒ Ｃｏｎｓｕｌｔｉｎｇ株式会社 

株式会社千葉銀行 ルネサスエレクトロニクス株式会社 

株式会社千葉興業銀行 株式会社ルネサンス 

中外製薬株式会社 株式会社レアジョブ 

株式会社中国銀行 株式会社レイヤーズ・コンサルティング 

中国電力株式会社 株式会社レヴィ 

中部電力株式会社 株式会社レオパレス 21 

千代田化工建設株式会社 レシップホールディングス株式会社 

株式会社筑波銀行 株式会社レゾナック・ホールディングス 

都築電気株式会社 株式会社ローソン 

株式会社ツムラ 株式会社ロータスルート 

TIS株式会社 ロート製薬株式会社 

DIC株式会社 ローム株式会社 

株式会社 T＆Dホールディングス ロジザード株式会社 

株式会社DWAYS 株式会社ワークシフト研究所 

DMG森精機株式会社 株式会社Works Human Intelligence 

株式会社 TBM ワークデイ株式会社 

  

○有識者 

高倉&Company合同会社 共同代表 高倉 千春 

 

計 575（2024年 3月 14日時点） 
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3.2 ISSBの情報要請に対する意見書 
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3.3 人的資本経営コンソーシアム 好事例集 
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3.4 会員向け調査票 
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